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 平 成 １ ６ 年 度  事 業 報 告 書 
 

平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日 
 
Ⅰ.事業の状況 

１．デザインに関する資料の収集・加工及び提供事業 

⑴出願事前調査、意匠権調査、先行意匠調査 

意匠登録の可能性を知るための出願事前調査、デザイン開発及び製品（商品）化にあたって必要とする

他社の意匠権情報を得るための意匠権調査等を行った。 

①出願事前調査、意匠権調査、先行意匠調査 

 ・調査件数  543件 

②団体等主催のデザインコンペ応募作品の意匠権調査 

 グッドデザイン賞特別賞受賞対象デザイン  

 プラスチック日用品優秀製品コンクール受賞候補製品 

 東京都商品デザイン特選マーケット提案デザイン 

 かわさき産業デザインコンペ第１次審査通過作品 

 川崎市記念品コンテスト優秀賞入選候補作品 

 デザインコンペティション海南入賞作品 

 国際デザインコンペ大阪2004応募作品 

・調査件数                          71件 （調査対象のデザイン・作品数 134点） 
 

⑵デザイン関係資料の高度加工（「意匠マップ」の作成） 

デザイン開発・管理のための参考情報として、また各社のデザイン傾向や意匠権に関する情報の把握に

有用な「意匠マップ」を、意匠公報に掲載の書誌情報・図面のデータをもとに高度加工・電子データ化して

依頼者に納品した。 

・作成件数  4件 
 

⑶デザイン関係資料の閲覧サービス 

①意匠分類別にファイリングした意匠公報（紙形式のもの）及びCD-ROM形式の意匠公報を閲覧に供し

た。 

 ・閲覧件数  619件 

②意匠法に関する審決公報・判決のほか、デザイン等に関する判決や文献を閲覧に供した。 
 

⑷意匠公報等の整備 

①意匠公報（紙形式のもの）については、１５年間の発行分を意匠分類別に整備、意匠公報目次について

も１５年分を整備した。 

②意匠法に関する審決公報・判決や、著作権法・不正競争防止法等のデザインに関係した判決を継続的・

体系的に収集し、侵害系民事訴訟事件判決ファイル（地裁、高裁、最高裁別）及び審決取消訴訟事件判

決ファイル（当事者系、査定系）と判決索引リストを整備した。 
 

２．デザインの保護事業 

⑴「創作デザインの寄託」 

企業などのデザイン開発及び大学などの教育・研究活動の場において創作されたデザインや意匠登録

出願に至らないデザインの寄託を受け付けて保管した。寄託のデザインのうち、寄託者から公開の申し出が

あったものについては、インターネット上で公開した。 

また、寄託者の請求により、創作の事実などの証拠として利用できる寄託証明書または公知日証明書を

発行した。 

・寄託件数  290件 

・公開件数  219件 

・証明書発行件数  8件 
 

⑵「カタログの寄託」 

企業などが開発した製品（商品）デザインが掲載されたカタログの寄託を受け付けて公開し、閲覧に供し

た。 
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また、寄託者の請求により、意匠登録を無効にする証拠や、新規性喪失の例外規定の適用を受けようと

する意匠登録出願をするときの公開事実の証明として利用できる公知日証明書を発行した。 

・寄託件数 206件 

・グッドデザイン賞第１次審査通過デザインの一括寄託件数 

  852件 

・証明書発行件数  22件 
 

⑶「意匠公開情報」 

企業などが製品（商品）化を予定したデザインや意匠登録出願をするまでもないと判断したデザインなど

を「意匠公開情報」に掲載し、インターネットを通じて公開した。 
また、掲載申込者の請求により、公開事実の証明として利用できる意匠公開情報掲載に関する証明書を

発行した。 
・公開件数 29件 

・証明書発行件数 26件 

 

３．デザインの保護及び利用に関する調査・研究事業 

⑴「意匠研究会」の開催 

意匠法などの知的財産権分野の学者・弁護士・弁理士等、学識経験者で構成された「意匠研究会」を５

回開催し、デザインの保護に関する内外国の法制度・判決等について調査・研究を行った。また、調査・

研究の成果は、会報に逐次掲載し、④及び⑤については、セミナーにおいても発表した。 
①平成１６年 ５月：テーマ「今後の研究テーマについて」 
②平成１６年 ７月：テーマ「デザインの戦略的活用に即した意匠制度の在り方に関する調査研究 

報告書について」 
③平成１６年１０月：テーマ「意匠登録制度の現状（その１）」 
④平成１６年１１月：テーマ「中国意匠特許制度の現状（その１）」 
⑤平成１７年 ２月：テーマ「中国意匠特許制度の現状（その２）」 
 

⑵デザイン情報のデータベース化と情報提供についての検討 

デザイン開発などに必要な情報の提供及びデザインの保護に資する情報の保全を図るために、公知意

匠等のデザイン情報のデータベース化とその情報提供に関する事業のあり方について引き続き検討を行っ

た。また、「公知意匠検索システム」によりデータベース化したデザイン情報のインターネット上での公開を試

行した。 

・デザイン情報の公開件数  1,100件    
 

⑶デザインに関する判決の調査・研究 

デザインに関係した侵害系民事訴訟事件（意匠権侵害差止請求、不正競争差止請求、著作権侵害請求、

損害賠償請求等）の判決及び意匠法関連の審決取消訴訟事件の判決について調査・研究し、作成した判

示事項は会報に逐次掲載した。 
 

４．デザインの保護及び利用に関する指導・相談事業 

専門資格者（弁理士）、意匠実務経験者を研究員に委嘱して、デザインの保護の方法や意匠登録に関する

手続き、意匠権調査などについて、指導及び相談業務を行った。 
 

５．デザインの保護及び利用に関する講習会の開催、図書刊行物等の発行事業 

⑴講習会等の開催 

 ①講習会「デザイン保護のための基礎講座」 

          ・開催日：平成１６年 ７月１６日   ・参加者：４９名   ・会場：㈶商工会館 

企業のデザイン開発や知的財産関係の部署、特許事務所等でデザイン保護の実務に係わる担当

者を対象に、デザイン保護に関する基礎知識を習得するための講座を、学者・弁理士を講師に招いて

開催した。 

        ②海外デザイン保護セミナー「中国におけるデザイン保護戦略」 

          ・開催日：平成１７年 ３月 ７日   ・参加者：６７名   ・会場：メルパルク東京 

  中国と係わりのある企業や特許事務所等で知的財産の実務に係わる担当者を対象に、中国                         

における意匠特許出願の手続き、審査基準、権利行使の方法、訴訟の手続き、デザイン模倣の対策
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等について、中国の意匠特許制度に精通した弁護士・弁理士・企業の知的財産担当者を講師・パネリ

ストに招いて開催した。 
 

      ⑵会報「DESIGN PROTECT」の発行 
諸外国（インド、中国、米国）のデザイン保護制度を特集、内外国のデザイン事情や、企業のデザイン開

発及びデザイン保護への取り組みに関する情報、地域・業界のデザイン保護活動等を「DESIGN 
PROTECT」に掲載し、４回（6･9･12･3月）発行した。 
 

６．デザインの保護に関する行政施策への協力事業 

特許庁の意匠行政施策に協力し、以下の事業を行った。 

⑴公知資料の意匠分類整備及び文献解析事業 

内外国の図書・雑誌、カタログ等及び外国意匠公報に掲載された公知意匠から特許庁の審査資料として

必要な意匠を抽出し、意匠分類（最小分類）の付与、書誌データ及びイメージデータの作成を行うとともに、

文献解析の必要な分野についてはＤタームを付与し、意匠審査用の公知資料データとして特許庁に納品

した。また、インターネット上に掲載された新製品情報からも意匠抽出を行い、意匠審査用の公知資料デー

タとして特許庁に納品した。 

・公知資料の意匠分類整備件数 185,422件 

 

・文献解析件数（８６テーマ） 51,061件 
 

⑵審査資料（公知資料）の内容充実及び公開に関する調査研究事業 

著作物利用許諾等に関する企業へのヒアリング調査、公知資料原本の書誌的情報及びイメージ（画像）

の実態調査、審査資料（公知資料）の内容充実及び公開に関する企業へのアンケートを実施し、「著作物

利用許諾の方法等に関する委員会」を開催して、調査結果の分析と問題点の整理、審議内容の取りまとめ

を行い、報告書（冊子及び電子データ）を作成して、特許庁に納品した。 

    また、本調査研究において実施した企業に対するヒアリング調査及びアンケートの結果を踏まえ、著作物

利用許諾（公開許諾）事業の実現性を計るべく、公知資料の意匠分類整備事業の中で試行的に許諾事業

を実施した。 

⑶「意匠権設定状況マップ」作成事業 

特許庁の意匠審査における類否判断の短縮化及び的確化を実現するため、過去に類似あるいは非類

似と判断された意匠を整理し、それらの意匠群を容易に検索・確認できる「意匠権設定状況マップ」（①出

願動向等の概説、②関連意匠・類似意匠マップ、③参考文献意匠マップで構成）をテーマごとに作成し、電

子データ化して特許庁に納品した。 

・テーマ数 ６テーマ 

     （パネル型テレビ受像機、電気洗濯機、貼り薬、ゴルフクラブ用ヘッド、組立車庫、蛍光ランプ） 
 

⑷改正意匠分類・Ｄターム付与に関する事業 

改正された意匠分類・Ｄタームの試行付与を行った後、特許庁の指定する意匠審査資料（出願資料）に

対して、改正意匠分類・Ｄタームの付与を行い、付与データを特許庁に納品した。 

・納品件数   169,307件 
 

⑸改正意匠分類・Ｄタームと外国意匠分類とのコンコーダンス情報作成事業 

意匠分類・Ｄタームの改正後においても、公知資料としての外国意匠公報を迅速・的確に審査資料に供

するため、また事前調査の充実を図るために、改正日本意匠分類と、ロカルノ分類、韓国意匠分類、米国

意匠分類とのコンコーダンス情報を作成し、電子データ化して特許庁に納品した。 

 

７．その他 

デザインの保護及び利用等に関する事業を今後より発展させるために､デザイン関係団体、業界団体等との

連携・協力を積極的に進めた。 

 

（文献種別ごとの件数） 

内国図書･雑誌 32,039件 外国図書･雑誌 17,736件 

内国カタログ 61,936件 外国カタログ 34,850件 

外国意匠公報 28,434件 イ ン タ ー ネ ッ ト 10,427件 
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Ⅱ.処務の概要 

 １．役員に関する事項 

                                                        平成１６年度末日現在 

役 名 氏 名 就任年月日 略    歴 

会長 

副会長 

 

 

副会長・理事長 

専務理事 

理事 

森下洋一 

東  実 

作田康夫 

長谷川澄雄 

大塚茂 

山田啓治 

石原幹也 

太田誠一 

川口豊勝 

吉良康宏 

久慈直登 

久禮彦治 

黒田章裕 

酒井孝成 

酒井正明 

柴原聖至 

高島章 

樋口直樹 

平野哲行 

宮嶋邦彦 

平成16年  6月 2日 

平成16年  6月 2日 

平成16年  6月 2日 

平成 8年  5月30日 

昭和63年  5月11日 

平成14年  7月 2日 

平成16年  6月 2日 

平成14年  6月10日 

平成14年  6月10日 

平成10年  5月30日 

平成15年  6月 6日 

平成15年  6月 6日 

昭和63年  5月11日 

平成12年  6月 9日 

平成12年  6月 9日 

平成14年  6月10日 

平成13年  6月 8日 

平成15年  6月 6日 

平成15年  6月 6日 

平成14年  6月10日 

松下電器産業㈱ 代表取締役会長 

㈱東芝 執行役上席常務 

㈱日立製作所 執行役知的財産権本部長 

㈶生活用品振興センター 理事長 

元 特許庁 審査第一部 部長 

元 特許庁 工業所有権研修所 所長 

積水化学工業㈱ 理事・知的財産部長 

ライオン㈱ 知的財産部長 

㈳自転車協会 業務第一課長 

ヤマハ㈱ デザイン研究所 所長 

本田技研工業㈱ 知的財産部長 

㈶日本産業デザイン振興会 理事長 

コクヨ㈱ 代表取締役社長 

㈱ヤクルト本社 開発部 参事 

キヤノン㈱ 総合デザインセンター 所長 

㈳日本食品特許センター 専務理事 

富士通㈱ 専務取締役 

サントリー㈱ 知的財産部長 

㈱平野デザイン設計 代表取締役社長 

㈶日本陶磁器意匠センター 理事長 

監事 

 

中島博行 

松山孝基 

平成16年  6月 2日 

平成17年  3月30日 

三菱電機㈱ 役員理事 知的財産センター長 

㈳発明協会 専務理事 

                                                                （五十音順） 

 

 ２．会議に関する事項 

開催年月日等 議 事 事 項 会議の結果 

第二十八回 理事会 

平成16年6月2日 

第一号議案 役職の互選について 可決（賛成21、反対0） 

第十七回 通常総会 

平成16年6月2日 

第一号議案 平成１５年度事業報告について 

第二号議案 平成１５年度収支決算について 

第三号議案 役員の選任について 

第四号議案 平成１６年度事業計画について 

第五号議案 平成１６年度収支予算について 

可決（賛成64、反対0） 

可決（賛成64、反対0） 

可決（賛成64、反対0） 

可決（賛成64、反対0） 

可決（賛成64、反対0） 

第二十九回 理事会 

平成17年3月30日 

第一号議案 平成１７年度事業計画について 

第二号議案 平成１７年度収支予算について 

第三号議案 監事の選任について 

第四号議案 新会員加入について 

可決（賛成20、反対0） 

可決（賛成20、反対0） 

可決（賛成20、反対0） 

可決（賛成20、反対0） 

 

 ３．登記に関する事項 

登記区分 登 記 内 容 登記完了日 

資産の総額 
通常総会において承認された平成15年度収支決算に基づく

平成16年3月期末における資産変更登記 平成16年7月12日 

役員に関する事項 通常総会において承認された選任理事の役員変更登記 平成16年7月12日 
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 ４．会員の異動に関する事項 

員     数 増減 摘要 
種 別 

平成16年度末日現在 平成15年度末日現在   

正会員 ７３社  ７５社  △２社  

賛助会員 

（自治体･特許事務所等） 
２６社  ２６社    ０社  

賛助会員（個人） ３３名  ３９名  △６名  

 

 ５．その他の重要事項 

  ⑴許可、認可及び承認に関する事項 許認可等申請の事実なし 

  ⑵主務官庁からの指導・指示に関する事項 指導・指示の経緯なし 

  ⑶その他の事項 訴訟及び係争等報告すべき事項なし  

 

 ６．事務局諸活動に関する報告事項（対外活動） 

  ⑴出席･参加等 

  ・特許庁主催「発明の日」記念式典  出席  16年 4月16日 

  ・㈶日本関税協会知的財産情報センター懇親会  出席  16年 4月26日 

  ・㈳発明協会「創立100周年記念式典」「全国発明表彰式」  出席 16年 5月26日 

  ・日本プラスチック日用品工業組合30周年記念パー ティー  出席 16年 5月28日 

  ・㈶生活用品振興センター理事会  出席  16年 6月10日 

  ・㈶工業所有権電子情報化センター理事会  出席  16年 6月17日 

  ・㈶日本特許情報機構評議員会  出席             16年 6月21日 

 ・㈶日本産業デザイン振興会評議員会   出席  16年 6月21日 

 ・不正商品問題連絡協議会通常総会   出席  16年 9月30日 

  ・㈶日本産業デザイン振興会主催「GOOD DESIGN AWARD 表彰式」  出席 16年10月26日 

  ・㈶日本特許情報機構臨時評議員会   出席  16年12月16日 

  ・特許庁商標懇談会主催「懇親会」  出席  17年 2月16日 

  ・㈶日本特許情報機構 評議員会   出席  17年 3月17日 

  ・㈶工業所有権電子情報化センター 理事会   出席  17年 3月18日 

  ・㈶生活用品振興センター理事会   出席  17年 3月18日 

  ・特許庁主催「商標国際セミナー」  出席  17年 3月18日 

  ・㈶日本産業デザイン振興会 評議員会   出席  17年 3月28日 
   

  ⑵講師･委員派遣等 

  ・㈶日本特許情報機構「特許情報活用支援アドバイザー研修」  講師 16年 4月 5日 

  ・ＡＰＥＣ知的財産権コース（ＪＩＣＡベース）研修 講師     16年 9月21日 

  ・ＷＩＰＯジャパンファンド研修（審査コース） 講師  16年12月 9日 

  ・㈳発明協会「全国発明表彰選考委員会意匠専門部会」 専門委員 17年 1月24日 

  ・愛知県主催「デザインの権利と保護・活用セミナー」 講師 17年 1月26日 

  ・新潟県燕市物産見本市協会主催「燕市物産デザインコンクール審査会」 審査委員 17年 2月 8日 
   

  ⑶委嘱・就任等 

  ・㈶国際デザイン交流協会   評議員  16年 4月 1日 

  ・㈶日本産業デザイン振興会   評議員  16年 6月21日 

・不正商品問題連絡協議会   代表幹事再任   16年 9月30日 

 


